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１．本市の概況と公共下水道事業の歩み 

 

 

 

 

 

 

 

※2024（令和 6）年 3 月 31 日時点 

Ⅰ 経営戦略の概要



 

 

 



 
 

２．経営戦略の位置づけと経営の基本方針 

（１）経営戦略の位置づけ

■経営戦略の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（２）経営の基本方針

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（３）下水道人口普及率及び汚水処理人口普及率の向上に向けた目標

■下水道人口普及率及び汚水処理人口普及率の目標

区分 面積（ha） 人口（人） 面積（ha） 人口（人） 面積（ha） 人口（人） 面積（ha） 人口（人）

公共下水道 1,523.0 86,883 1,767.4 94,460 1,947.7 94,832 2,693.0 104,342

合併処理浄化槽 ー 23,017 ー 21,834 ー 20,880 ー 2,196

汚水処理人口普及率　［％］ 85.1 93.7 96.2 100.0

97.9

項目
現況

（令和2年度末）
中間目標

（令和8年度末）
最終目標

（令和12年度末）
整備完了

（令和28年度）

行政人口　［人］（想定） 129,095 124,129 120,227 106,538

整備計画

下水道人口普及率　［％］ 67.3 76.1 78.9



 
 

３．本市における経営戦略改定の目的 
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1．事業の現況 

（１）施設 

※2023（令和 5）年度地方財政状況調査より 

 

  

Ⅱ 瀬戸市公共下水道の事業概要



 
 

（２）使用料 

  

■使用料体系                        
【改定前】          １期（2 か月）につき（税込） 

用途 基本使用料 超過使用料(/m³） 

一般用 
1,650 円 

（～20m3まで） 

21～40m³ 93.5 円 

41～100m³ 104.5 円 

101～200m³ 115.5 円 

201m³～ 121 円 

公衆浴場用 
990 円 

（～20m3まで） 
21m³～ 55 円 

 

【改定後】          １期（2 か月）につき（税込） 

用途 基本使用料 従量使用料(/m³） 

一般用 1,650 円 

1～8m³ 22 円 

9～20m³ 55 円 

21～40m³ 121 円 

41～100m³ 132 円 

101～200m³ 143 円 

201m³～ 148.5 円 

公衆浴場用 990 円 1m³～ 66 円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

■条例上の使用料（２０㎥あたり/月）の過去３か年の推移（税込） 
年度 使用料 

2021（令和 3）年度 1,760 円 

2022（令和 4）年度 1,760 円 

2023（令和 5）年度 1,760 円 

 

■実質的な使用料（２０㎥あたり/月）の過去３か年の推移（税込） 
 
 
 
  

 
※条例上の使用料：一般家庭における 20 ㎥あたりの使用料  
※実質的な使用料：使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20 ㎥を乗じたもの 
 

 

 

（３）組織 

 

 

 

 

 

 

年度 使用料 

2021（令和 3）年度 1,987 円 

2022（令和 4）年度 1,984 円 

2023（令和 5）年度 1,997 円 



 
 

 

（４）民間活用 

 

❶民間委託 

（包括的民間委託を含む） 

西部・水野浄化センターの運転管理を包括的民間委託していま

す。 

❷指定管理者制度 現在は活用していません。 

❸ＰＰＰ/ＰＦＩ 現在、窓口を設けて提案を募集しています。 

 

（５）資産活用 

❶エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等） 
現在は取り組んでいません。 

❷土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等） 
現在は行っていません。 



 
 

2．経営状況分析 

（１）財務分析（収支等の経年分析） 

 

■決算推移                             （単位：千円、人） 
 

930,696 795,860 788,888 802,656
うち使用料収入 687,332 692,504 696,827 706,657

1,622,229 1,724,894 1,447,879 1,341,719
うち他会計補助金 377,979 470,517 433,058 408,491
うち⾧期前受金戻入 1,242,816 1,245,011 1,013,003 931,525

2,552,925 2,520,754 2,236,767 2,144,375
2,356,846 2,330,158 2,070,176 1,984,433

うち職員給与費 84,479 93,272 95,676 95,382
うち動力費 64,459 65,000 94,132 78,214
うち修繕費 104,966 66,381 74,798 74,022
うち委託料 325,510 298,821 305,001 307,478
うち減価償却費 1,714,286 1,732,715 1,429,365 1,340,918

143,131 134,537 125,748 122,670
うち支払利息 136,190 128,375 119,528 114,917

2,499,977 2,464,695 2,195,924 2,107,103
52,948 56,059 40,843 37,272

1,105,012 927,225 1,373,626 1,763,435
うち企業債 457,000 276,800 618,600 854,100
うち他会計出資金 64,845 113,320 199,514 214,379
うち他会計補助金 178,746 158,516 120,933 110,436
うち他会計負担金 24,788 23,197 20,144 13,939
うち国庫補助金 268,503 252,675 355,025 468,000

1,607,303 1,381,091 1,763,214 2,181,774
うち建設改良費 997,961 744,683 1,117,726 1,527,186
うち企業債償還 609,342 636,408 645,464 654,582

△ 502,291 △ 453,866 △ 389,588 △ 418,339

企業債残高 10,766,261 10,406,653 10,379,789 10,579,307

処理区域内人口 85,056 86,974 87,931 90,400
水洗化人口 73,983 74,991 77,046 78,189



 
 

【収益的収支】 

○営業収益  

使用料収入…処理区域内人口及び水洗化人口の増加に伴い増加。 

○営業費用 

動力費…2021（令和 3）年度から 2022（令和 4）年度にかけて燃料費の高騰等の影響を受け

て大幅に増加。しかし、2023（令和 5）年度には国による電気価格激変緩和対策の

ため減少に転じる。 

修繕費…老朽化対策や物価高騰等の影響を受けて、2021（令和 3）年度以降は右肩上がりで

増加。 

【資本的収支】 

○資本的収入 

企業債…西部浄化センター水処理施設の増設工事に伴い、2022（令和 4）年度以降は増加。 

○資本的支出 

建設改良費…西部浄化センター水処理施設の増設工事に伴い、2022（令和 4）年度以降は増

加。 

企業債償還…過去４か年では 2020（令和 2）年度が企業債残高のピークとなり、この償還の

ため 2021（令和 3）年度以降増加。 

【企業債残高】 

企業債残高…処理区域拡大に伴い高水準で推移しているが、この４年間では僅かに減少。 

【処理区域内人口等】 

 処理区域内人口…処理区域拡大により、右肩上がりで増加。 

 水洗化人口…処理区域拡大により、右肩上がりで増加。 

 

  



 
 

（２）有収水量の推移 

【有収水量／有収率の推移】 

 

■有収水量／有収率の推移                       （単位：㎥、％） 



 
 

（３）当初経営戦略策定時の投資・財政計画の実績検証 
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（４）経営比較分析表による現状分析 

❶経常収支比率 

❷経費回収率 

❸汚水処理原価 

❹水洗化率 



 
 

■2022（令和 4）年度 全国類似団体の指標一覧 

 

 

■類似団体区分の分類方法 ※本市は Bc1 に該当 

 

  



 
 

■2022（令和 4）年度 県内団体の指標一覧 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 
 

❶経常収支比率（％） 
 

 基本算式：経常収益／経常費用×100 

 

■経常収支比率の推移 

 

 



 
 

■繰入金の推移                  （単位：千円） 
 

 

  

  

基準内 103,196 92,001 95,899
基準外 470,517 433,058 408,491

573,713 525,059 504,390
基準内 23,197 20,144 13,939
基準外 271,836 320,447 385,865

295,033 340,591 399,804
126,393 112,145 109,838
742,353 753,505 794,356
868,746 865,650 904,194

収益的収支

小計

資本的収支

小計

計

基準内計

基準外計

合計



 
 

❷経費回収率（％） 
 

 基本算式：下水道使用料／汚水処理費（公費負担分を除く）×100 

■経費回収率の推移 



 
 

❸汚水処理原価（円/ｍ³） 

 基本算式：汚水処理費（公費負担分を除く）／年間有収水量 

 

■汚水処理原価の推移 



 
 

■2022（令和 4）年度 汚水処理原価の内訳（全国類似団体） 

■2022（令和 4）年度 汚水処理原価の内訳（県内団体） 

 
※2022（令和 4）年度 総務省地方公営企業年鑑より編集 

  

 

 



 
 

■原価計算表（2023（令和 5）年度）                   （単位：千円） 
 

  

　2023（令和5）年度

の実績（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

使用料対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

706,657 706,657

18,684 18,684

485,706 485,706

931,525 931,525

1,803 1,803

2,144,375 0 2,144,375

　2023（令和5）年度

の実績（Ａ）

公費負担分

（Ｂ）

使用料対象収支

（Ａ）－（Ｂ）

65,426 12,416 53,010

447,827 64,525 383,302

126,952 952 126,000

1,466,898 955,141 511,757

2,107,103 1,033,034 1,074,069

1,074,069

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 65.79%

項 目

金　　　　　　　　額

項 目

金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

雨 水 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

合 計

管 渠 管 理 費 計

資 本 費 計

処 理 場 管 理 費 計

総 係 費 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使用料対象経費（Y）＋（Z）



 
 

❹水洗化率（％） 
 

 基本算式：水洗化人口／処理区域内人口×100 

 

■水洗化率の推移 



 
 

3．施設の状況 

（１）処理場の状況 

■西部浄化センター 

※経過年数は 2024(令和 6)年度基準 

■水野浄化センター 

※経過年数は 2024(令和 6)年度基準



 
 

（２）管渠の状況 

 

 



 
 

標準耐用年数（50 年）を超える管渠 
 

  



 
 

 

 

 

 

１．有収水量及び使用料収入の予測 

（１）有収水量の予測  

■有収水量の予測のための前提条件 

●行政区域内人口 

社人研による推計を基に算出  

●処理区域内人口 

行政区域内人口×下水道人口普及率として算出 

〇下水道人口普及率 

「瀬戸市公共下水道事業基本計画」を基に算出 

〇一人当たり有収水量 

コロナ禍となった特異な年度である 2020（令和 2）年度と 2021（令和 3）年度を除いた、

2017（平成 29）年度から 2023（令和 5）年度の平均から算出 

〇水洗化率 

 2021（令和 3）年度から 2023（令和５）年度の平均から算出 

〇水洗化人口 

処理区域内人口×水洗化率として算出 

〇工場排水量 

「瀬戸市公共下水道事業基本計画」を基に算出 

●年間有収水量 

一人当たり有収水量×水洗化人口に工場排水を加算して算出 

 

Ⅲ 今後の事業環境の予測 



 
 

■行政区域内人口の予測                          （単位：人） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■処理区域内人口の予測                          （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年間有収水量の予測                          （単位：千㎥） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

125,707
124,857

124,007
123,158

122,308
121,458

120,530
119,603

118,675
117,748

112,000

114,000

116,000

118,000

120,000

122,000

124,000

126,000

128,000

2025
令和7年度

2026
令和8年度

2027
令和9年度

2028
令和10年度

2029
令和11年度

2030
令和12年度

2031
令和13年度

2032
令和14年度

2033
令和15年度

2034
令和16年度

7,901 7,923
7,976

8,023 8,049

8,122

8,243

8,334
8,373 8,391

7,600

7,700

7,800

7,900

8,000

8,100

8,200

8,300

8,400

8,500

2025
令和7年度

2026
令和8年度

2027
令和9年度

2028
令和10年度

2029
令和11年度

2030
令和12年度

2031
令和13年度

2032
令和14年度

2033
令和15年度

2034
令和16年度



 
 

（２）使用料収入の予測 

■使用料収入の予測                         （単位：千円） 
 

960,464 963,082
969,503

975,284
978,478

987,308

1,002,025

1,013,087
1,017,790 1,020,008

930,000

940,000

950,000

960,000

970,000

980,000

990,000

1,000,000

1,010,000

1,020,000

1,030,000

2025
令和7年度

2026
令和8年度

2027
令和9年度

2028
令和10年度

2029
令和11年度

2030
令和12年度

2031
令和13年度

2032
令和14年度

2033
令和15年度

2034
令和16年度



 
 

２．投資及び投資財源の予測 

（１）投資の予測（全体） 

■計画期間である 2034（令和 16）年度までの全体投資スケジュール  （単位：千円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

0 19,166 0 21,296 47,940 0 0 21,296 47,940 0

1,262,220 1,684,400 1,478,450 1,471,560 1,670,680 1,890,744 2,490,632 2,830,011 2,042,724 1,930,119

117,500 211,350 161,000 211,000 236,000 211,000 338,000 191,000 211,000 416,000

91,600 219,736 504,136 0 0 0 0 0 0 0

62,061 65,000 53,000 27,000 36,000 51,000 0 0 0 0

1,761,800 0 0 79,485 108,283 0 297,600 696,450 398,850 829,850

288,069 510,681 51,300 295,121 353,447 345,496 248,022 41,452 131,734 249,888

3,583,250 2,710,333 2,247,886 2,105,462 2,452,350 2,498,240 3,374,254 3,780,209 2,832,248 3,425,857

金額

金額

金額

金額

金額

❻処理場増設事業

❼【ストックマネジメント】処理場施設

❹総合地震対策事業

❺【耐水化対策事業】西部浄化センター

❸【ストックマネジメント】管路施設

金額

内容　　　年度

❶計画見直し

金額

❷下水道整備事業



 
 

（２）投資の予測（事業別） 

 

❶計画見直し 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

  

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

  

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

0 19,166 0 21,296 47,940 0 0 21,296 47,940 0

内容　　　年度

❶計画見直し

金額



 
 

❷下水道整備事業 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

 

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❸【ストックマネジメント】管路施設 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

 

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

  

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

117,500 211,350 161,000 211,000 236,000 211,000 338,000 191,000 211,000 416,000

❸【ストックマネジメント】管路施設

金額

内容　　　年度

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

1,247,820 1,598,500 1,358,990 1,291,315 1,385,375 1,876,344 2,476,232 2,761,536 1,968,907 1,095,604

14,400 14,400 14,400 14,400 14,400 14,400 14,400 68,475 73,817 834,515

0 71,500 105,060 165,845 270,905 0 0 0 0 0

計 1,262,220 1,684,400 1,478,450 1,471,560 1,670,680 1,890,744 2,490,632 2,830,011 2,042,724 1,930,119

金額

内容　　　年度

❷下水道整備事業

ⅰ【下水道整備事業】西部処理区管渠整備

ⅱ【下水道整備事業】水野処理区管渠整備

金額

ⅲ【下水道整備事業】水野処理区管渠整備、中水野区画整理

金額



 
 

❹総合地震対策事業 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

  

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

❺【耐水化対策事業】西部浄化センター 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

 

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

  

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

金額 62,061 65,000 53,000 27,000 36,000 51,000 0 0 0 0

❺【耐水化対策事業】西部浄化センター

内容　　　年度

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

62,600 190,736 475,136 0 0 0 0 0 0 0

29,000 29,000 29,000 0 0 0 0 0 0 0

計 91,600 219,736 504,136 0 0 0 0 0 0 0

内容　　　年度

❹総合地震対策事業

ⅰ【総合地震対策事業】汚水管渠・人孔耐震補強

金額

ⅱ【総合地震対策事業】マンホールトイレ整備

金額



 
 

❻処理場増設事業 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

 

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

1,735,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

26,800 0 0 79,485 108,283 0 297,600 696,450 398,850 829,850

計 1,761,800 0 0 79,485 108,283 0 297,600 696,450 398,850 829,850

内容　　　年度

❻処理場増設事業

ⅰ【処理場増設事業】西部浄化センター

金額

ⅱ【処理場増設事業】水野浄化センター

金額



 
 

❼【ストックマネジメント】処理場施設 
【目的・内容】 

【2034（令和 16）年度までの事業費合計】 

 

【2034（令和 16）年度までの投資スケジュール】 
（単位：千円） 

 

  

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓
2025

(令和7)

2026

(令和8)

2027

(令和9)

2028

(令和10)

2029

(令和11)

2030

(令和12)

2031

(令和13)

2032

(令和14)

2033

(令和15)

2034

(令和16)

130,395 203,000 0 130,980 350,618 218,480 73,587 38,655 10,144 245,175

157,674 307,681 51,300 164,141 2,829 127,016 174,435 2,797 121,590 4,713

計 288,069 510,681 51,300 295,121 353,447 345,496 248,022 41,452 131,734 249,888

❼【ストックマネジメント】処理場施設

ⅰ【ストックマネジメント】西部浄化センター

金額

ⅱ【ストックマネジメント】水野浄化センター

金額

内容　　　年度



 
 

（３）投資財源の予測 

■計画期間である 2034（令和 16）年度までの年度別投資財源  

（単位：千円） 

 

（４）企業債残高の予測 

■企業債残高予測                          （単位：百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画年次❶ ❷ ❸ ❹ ❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ➓

2025
(令和7)

2026
(令和8)

2027
(令和9)

2028
(令和10)

2029
(令和11)

2030
(令和12)

2031
(令和13)

2032
(令和14)

2033
(令和15)

2034
(令和16)

1,203,618 465,899 530,429 410,377 503,963 491,014 783,996 974,814 696,700 800,561

2,122,616 1,901,083 1,436,418 1,394,392 1,573,274 1,651,044 2,107,196 2,238,968 1,631,614 2,168,174

257,016 343,351 281,039 300,693 375,113 356,182 483,062 566,427 503,934 457,122

①国庫補助金

金額

②企業債

金額

③一般会計からの繰入金等

金額

内容　　　年度

12,928
14,112 14,834 15,510

16,345
17,246

18,576
20,005

20,789
22,094

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2025
令和7年度

2026
令和8年度

2027
令和9年度

2028
令和10年度

2029
令和11年度

2030
令和12年度

2031
令和13年度

2032
令和14年度

2033
令和15年度

2034
令和16年度



 
 

３．組織の予測 



 
 

 

１．財政基盤強化に向けた課題  

❶基準外繰入金（収益的収支）の発生 

❷経費回収率が１００％に達していない 

❸物価上昇等による維持管理費の増加 

❹企業債残高の増加 

Ⅳ  経営の基本方針の実現に向けて 



 
 

２．経営の基本方針の実現に向けた目標 

目標❶経常収支比率 100%以上の維持 

2023（令和 5）年度においては経常収支比率 101.77％となっています。 

本計画期間内はすべて 100％以上を維持します。 

100％維持にあたっては、収支不足の補てんである基準外繰入金（収益的収支）に依存

しないことを目指します。 

目標❷経費回収率 100%の達成 

2023（令和 5）年度において経費回収率は 65.79％となっています。 

本計画期間内に 100％を目指します。 

目標❸基準外繰入金（収益的収支）の解消 

2023（令和 5）年度において基準外繰入金（収益的収支）は 408,491 千円に達してい

ます。 

本計画期間内に基準外繰入金（収益的収支）の解消を目指します。 



 
 

３．投資・財政計画（シミュレーション） 

（１）現状予測に基づく投資・財政計画（シミュレーション） 

❶収益的収支  

 

❷資本的収支 

 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
単

位
:

千
円

）
 



 
 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
単

位
:

千
円

）
 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）現状予測に基づく投資・財政計画（シミュレーション）における目標の 
 達成状況 

 

 



 

（３）目標達成に向けた投資・財政計画（シミュレーション）  

❶収益の確保  

■使用料改定のサイクル

※「（改定）」は前年度の「改定必要性の検討」結果により改定の実施を判断するため括弧書きとした。 
検討の結果、実施となった場合は下水道使用料に係る条例の改正を実施。 
検討の結果、実施とならなかった場合は「効果検証」を実施。 

 

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034
(令和6) (令和7) (令和8) (令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14) (令和15) (令和16)

使用料改定
のサイクル

改定 効果検証
改定必要
性の検討

（改定） 効果検証 効果検証 効果検証
改定必要
性の検討

（改定） 効果検証 効果検証

年度



 

❷使用料改定のシミュレーション

○2027（令和9）年度 

経費回収率を100％にするための使用料改定を実施 

使用料単価 121.56円／㎥ → 150.00円／㎥ 

※使用料改定実施による使用料収入への反映は翌年度 

２段階の使用料改定 

○2027（令和9）年度  

経費回収率を90％にするための使用料改定を実施 

使用料単価 121.56円／㎥ → 135.00円／㎥

○2032（令和14）年度 

経費回収率を100％にするための使用料改定を実施 

使用料単価 135.00円／㎥ → 150.00円／㎥ 

※使用料改定実施による使用料収入への反映は翌年度
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100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

100.00 100.00 100.00 100.04 100.04 100.04 100.04 100.04 100.04 100.04

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.04 100.04

81.04 81.04 81.04 81.04 81.04 81.04 81.04 81.04 81.04 81.04

81.04 81.04 81.04 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

81.04 81.04 81.04 90.00 90.00 90.00 90.00 90.00 100.00 100.00

223,709 224,322 225,823 227,176 227,924 229,989 233,433 236,020 237,120 237,640

223,709 224,322 225,823 0 0 0 0 0 0 0

223,709 224,322 225,823 119,346 119,740 120,830 122,646 124,011 0 0



 

2024
(令和6)

2025
(令和7)

2026
(令和8)

2027
(令和9)

2028
(令和10)

2029
(令和11)

2030
(令和12)

2031
(令和13)

2032
(令和14)

2033
(令和15)

2034
(令和16)

改定 効果検証
改定必要
性の検討

（改定） 効果検証 効果検証 効果検証
改定必要
性の検討

（改定） 効果検証 効果検証

2024
(令和6)

2025
(令和7)

2026
(令和8)

2027
(令和9)

2028
(令和10)

2029
(令和11)

2030
(令和12)

2031
(令和13)

2032
(令和14)

2033
(令和15)

2034
(令和16)

2024
(令和6)

2025
(令和7)

2026
(令和8)

2027
(令和9)

2028
(令和10)

2029
(令和11)

2030
(令和12)

2031
(令和13)

2032
(令和14)

2033
(令和15)

2034
(令和16)

100％以上 100％以上 100％以上 100％以上 100％以上 100％以上 100％以上 100％以上 100％以上 100％以上

80% 80% 80% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円

取組：下水道クイックプロジェクトの更なる活用による管渠施設整備

取組：管路施設維持管理業務の一括民間委託

目標❸基準外繰入金（収益的収支）の解消

目標達成に向けた検証

■目標

目標❶経常収支比率100％以上の維持

目標❷経費回収率100％の達成

取組：処理場施設運転管理の包括的民間委託

■収入増加の具体的取組

取組：使用料改定

■支出削減の具体的取組

４．経営の基本方針の実現に向けた今後の取組 

❶本経営戦略の計画期間における目標達成に向けた取組 

 

❷本経営戦略の計画期間における目標達成に向けたロードマップ 

■目標達成に向けたロードマップ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

❸本経営戦略の計画期間における投資及び投資財源に対する取組及び検討事項 

○今後の維持管理費用（ランニングコスト）の低減化 

○総務省が推進する広域化・共同化 

○PPP／PFI の民間活力の活用 

○省エネルギー(脱炭素化)を目指した設備等の導入 

○地域振興に寄与する用地の活用等 

○国の推進する脱炭素化、省エネルギー、広域化等に対する補助金等の確保 

○上下水道一体での耐震化への対応 

○土地・施設等の有効活用 

 

❹その他本経営戦略の計画期間における取組及び検討事項 

●下水道事業の理解促進に向けた広報及び啓発活動 

●人材の育成 



 

 

 

 

 

１．経営推進体制 

■経営推進体制イメージ 

 

 

  

Ⅴ 経営戦略の取組体制 

諮問・報告

→
答申・意見

← →
下水道課

連携🔃 ←
財政課 人事課 審査・議決

提案・報告



 

２．PDCA サイクルの実行 

用

■PDCA サイクルイメージ 

 



 

３．次回以降の見直し 

 

■経営戦略及び投資関連計画の見直しスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034
(令和6) (令和7) (令和8) (令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14) (令和15) (令和16)

経営戦略
見直し

公表

見直し

改定

見直し

改定

瀬戸市汚水適正処理構想

瀬戸市公共下水道事業基本計画

瀬戸市下水道ストックマネジメント計画

年度

【愛知県】 全県域汚水適正処理構想の

見直し・改定までに実施

概ね５年に１度、見直し・改定を実施

概ね５年に１度、見直し・改定を実施



 

【資料】投資・財政計画の策定に当たっての説明  

❶投資・財政計画のうち投資についての説明 

 

❷投資・財政計画のうち財源についての説明  

 



 

❸投資・財政計画のうち投資以外の経費についての説明  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


